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令和６年度産業廃棄物実態調査業務委託仕様書

１ 調査の目的

令和５年度における沖縄県内の産業廃棄物の発生・排出、処理状況等の実態
を調査把握し、廃棄物処理計画（第六期）の策定のための基礎資料を得ること
を目的とする。
併せて、排出事業者を対象に産業廃棄物に関する意識調査（産業廃棄物税に

係る調査を含む）を行う。

２ 産業廃棄物実態調査

本調査は、郵送によるアンケート調査を主体とし、回答を得た産業廃棄物の
発生及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の発生に関する事業活動指標（従

、 、 ） 、 、業員数 元請完成工事高 製造品出荷額等 を基に 県内の産業廃棄物の発生
処理量等を推定する。

(1) 調査対象期間

令和５年４月１日から令和６年３月31日

(2) 調査対象種類

調査対象廃棄物は、以下の表のとおりとする。
燃え殻
汚泥
廃油
廃酸
廃アルカリ
廃プラスチック類

産 紙くず
木くず

業 繊維くず
動植物性残さ

廃 動物系固形不要物
ゴムくず

棄 金属くず
ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

物 鉱さい
がれき類
動物のふん尿
動物の死体
ばいじん
13号廃棄物
廃油（揮発油類、灯油類、軽油類）

特産 廃酸（ｐＨが2.0以下の廃酸）
別業 廃アルカリ（ｐＨが12.5以上の廃アルカリ）
管廃 感染性産業廃棄物
理棄 特定有害産業廃棄物
物 （廃ＰＣＢ等、廃ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物、廃石綿等

有害産業廃棄物）
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(3) 調査対象業種及び調査対象事業所数

調査対象業種は下表のとおりとする。
調査対象事業所数は約4,200件とし、その他については既存資料を使用す

る。
アンケート対象事業所は、最新の事業所・企業統計調査から抽出するもの

とし、抽出率については、その業種や地域特性等を勘案して従業員数等ごと
に決定する。

① 排出事業者調査区分

大分類 中分類 予定調査方法
農業・林業 施設園芸農業、畜産農業 既存資料調査

林業 林業については
アンケート調査

漁業 漁業・水産養殖業 アンケート調査
鉱業 採石業、砂、砂利、玉石採取業 アンケート調査
建設業 全業種 アンケート調査
製造業 全業種 アンケート調査
電機・ガス・ 電気業、ガス業、水道業（上・下） アンケート調査
水道業
情報通信業 通信、放送業、情報サービス業等 アンケート調査
運送業 道路旅客運送業、道路貨物運送業、その他 アンケート調査
卸売・小売 廃車処理業、燃料小売業、その他 アンケート調査
金融・保険業 金融・保険業 アンケート調査
不動産業・物 不動産取引・賃貸業、物品賃貸業 アンケート調査
品賃貸業
宿泊・飲食業 宿泊業、飲食店、その他 アンケート調査
医療業 医療業、獣医業 アンケート調査
サービス業 洗濯業、写真業、自動車整備業、 アンケート調査

計量、証明業、研究所、医療業、その他
公務 公務 アンケート調査

② 産業廃棄物処理業者調査区分

産業廃棄物処理業者（中間処分、最終処分）
処理業者実績報告のデータ（県が保有する電子データ）を用いる。

③ 特別管理産業廃棄物調査区分

特別管理産業廃棄物実績報告書のデータ（県が保有する電子データ）を
用いる。

(4) 対象地域

沖縄県全域（県内における産業廃棄物処理状況の地域的特性を把握するた
め、北部地域、中部地域、南部地域、宮古地域、八重山地域、那覇地域の６
地域に区分し調査する ）。

(5) 調査内容

① 産業廃棄物の発生及び処理の実態調査

産業廃棄物の発生及び処理の実態把握は 「産業廃棄物排出・処理実態、
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調査指針（改訂 （平成22年４月27日付け環廃産発第100427001号）に基）」
づき、アンケート票を用いて行う。

、 、アンケート調査項目は 産業廃棄物の発生及び処理状況の特性を考慮し
製造業等、建設業、その他（運輸業、卸、小売業、宿泊業等 、自動車関）
連業種、医療関連業種の５種類の調査票を作成する。

調査項目

Ⅰ 事業所及び工事の概要
事業所（企業）名、所在地、電話番号、記入年月日、代表者、記入者

氏名、事業内容、業種、産業分類、所属業界または団体名、資本金額等

Ⅱ 事業所活動指標
製造業等：製造品出荷額等、従業員数
建 設 業：元請完成工事高、工事件数

Ⅲ 産業廃棄物に関する項目
① 発生状況
①－１ 廃棄物の種類
①－２ 廃棄物量
①－３ 有償物量・再生利用量
①－４ 資源化の用途

ア．原材料 イ．肥料 ウ．燃料 エ．土壌改良 オ．飼料
カ．含金属回収 キ．建設材料 ク．その他等

② 自己中間処理状況
②－１ 中間処理方法

ア．焼却 イ．切断 ウ．圧縮 エ．破砕・粉砕 オ．中和
カ．乾燥 キ．油水分離 ク．脱水 ケ．その他等

②－２ 処理後量
③ 処理・処分状況
③－１ 処理・処分業者名
③－２ 処理・処分先の所在地
③－３ 処理・処分方法

ア．自己埋立処分 イ．自己利用 ウ．売却
エ．廃品回収業者で処理 オ．市町村の施設で処理・処分
カ．業者へ直接埋立処分委託 キ．業者へ中間処理委託
ク．業者で再生利用 ケ．その他（保管等）

③－４ 処理後の処分方法
③－５ 資源化の用途

ア．原材料 イ．肥料 ウ．燃料 エ．土壌改良
オ．飼料 カ．含金属回収 キ．建設材料 ク．その他等

③－６ 委託中間処理後量
③－７ 最終処分先の所在地

Ⅳ 産業廃棄物税導入について
① 効果検証
② 今後の税収の使途・事業
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② 産業廃棄物搬入・搬出状況調査

ア 調査方法

産業廃棄物処理実績報告等（県保有の磁気データ）により、県内・県
外の産業廃棄物の搬入・搬出状況を整理する。また、県内６地域の搬出
・搬入状況も整理する。

イ 調査内容

(ｱ) ６地域からの産業廃棄物の搬出状況

(ｲ) ６地域への産業廃棄物の搬入状況

③ その他（産業廃棄物に関する意識調査票の発送及び回収）
アンケート票と併せて、排出事業者に、産業廃棄物に関する意識調査票

（産業廃棄物税に係る調査を含む）の発送・回収を行う。

④ 環境省調査「産業廃棄物の広域移動状況に係るアンケート調査等につい
て」
県が提供する電子化された処理業者の処分実績報告書等を基に、回答に

必要な数値を算定し、報告する。

(6) 調査結果のまとめ

調査結果は、廃棄物処理計画の策定等に必要とされる次の項目について報
告書として取りまとめる。なお、表形式は令和２年度沖縄県産業廃棄物実態
調査報告書の統計表等に準じるものとする。

① 産業廃棄物の発生量、排出量の現状推計。

② 産業廃棄物の発生から処分までの処理の流れ及びその各過程における状
況。

③ ①及び②の内容を地域別、業種別等で区分した状況。

④ 沖縄県廃棄物処理計画目標値との比較。

⑤ 産業廃棄物の発生、排出、処理・処分状況の将来予測

⑥ 最終処分場の残余容量の検討

⑦ 産業廃棄物税導入について
税導入後の排出量及び処理・処分状況、税の運用状況及びその効果・

影響について検証する。

⑧ その他必要事項。

３ 成果品

(1) 産業廃棄物実態調査報告書 100部（Ａ４サイズ）
(2) 産業廃棄物実態調査報告書・概要版 500部（Ａ４サイズ）
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(3) 産業廃棄物実態調査報告書の電子媒体 １枚（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）


